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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第１四半期
累計期間

第57期
第１四半期
累計期間

第56期

会計期間

自平成25年
　２月１日
至平成25年
　４月30日

自平成26年
　２月１日
至平成26年
　４月30日

自平成25年
　２月１日
至平成26年
　１月31日

売上高 （千円） 842,575 878,489 3,559,451

経常利益 （千円） 82,664 108,051 458,430

四半期（当期）純利益 （千円） 51,491 67,536 268,313

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,087,250 1,087,250 1,087,250

発行済株式総数 （千株） 6,669 6,669 6,669

純資産額 （千円） 10,090,139 10,193,812 10,226,256

総資産額 （千円） 10,760,173 10,900,382 10,908,158

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 8.18 10.72 42.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 8.17 10.71 42.57

１株当たり配当額 （円） － － 28.00

自己資本比率 （％） 93.8 93.5 93.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．第56期の１株当たり配当額には、創業60周年記念配当３円を含んでおります。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、日本銀行による金融緩和政策や消費税増税前の駆込み需要に伴

う個人消費や設備投資の増加など、内需主導の緩やかな回復基調が続きました。

今後は駆込み需要の反動による個人消費の低迷が懸念されますが、その低迷も予想の範囲内に留まると見込ま

れ、雇用環境の改善や堅調な企業業績を背景に、景気は回復基調をたどると予測しております。一方、海外にお

いては、欧州の金融不安や地政学的リスクの高まり、米国の量的金融緩和縮小による新興国の経済成長の鈍化な

ど、世界経済の下振れリスクが懸念され、依然として、その先行きに不透明な状況が続いております。

このような状況のもとで、国内では電力や一般産業、電鉄・車両業界、海外では東南アジアや中近東各国を重

点に営業活動を行なった結果、前年好調であった海外の変電設備向け落下式故障表示器や高速鉄道変電設備向け

Ｉ／Ｏターミナルは減少しましたが、太陽光発電向け遮断端子台が急増したほか、国内外のカムスイッチや遮断

器用補助スイッチが好調に推移したことから、当第１四半期累計期間の売上高は878百万円（前年同期比4.3％

増）となりました。

利益面におきましては、人件費や経費が増加しましたが、売上高が前年同期を上回ったことから、営業利益は

100百万円（前年同期比25.7％増）、経常利益は108百万円（前年同期比30.7％増）、四半期純利益は67百万円

（前年同期比31.2％増）となりました。

 

売上の状況は次のとおりであります。

なお、当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、売上の状況につきましては、製品分類

ごとに記載しております。

（制御用開閉器）

太陽光発電向け遮断端子台が急増したほか、国内外のカムスイッチや遮断器用補助スイッチ、鉄道車両用

スイッチも好調であったことから、売上高は259百万円（前年同期比34.4％増）となりました。

（接続機器）

電力向けサージアブソーバ端子台や前年好調であった断路端子台は減少しましたが、角形コネクタが増加

したことから、売上高は353百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

（表示灯・表示器）

前年好調であった海外の変電設備向け落下式故障表示器は減少しましたが、表示器マクリットや集合表示

灯が堅調であったことから、売上高は165百万円（前年同期比0.5％増）となりました。

（電子応用機器）

配電自動化子局用設定パネルは好調でしたが、前年好調であった高速鉄道変電設備向けＩ／Ｏターミナル

や保護リレー用ハイブリッドモジュールが低調であったことから、売上高は100百万円（前年同期比23.9％

減）となりました。
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(2) 財政状態

① 資産

当第１四半期会計期間末における資産は、前事業年度末比７百万円減少し、10,900百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金の減少66百万円、仕掛品の増加48百万円、原材料の増加29百万円及び建物

の減少17百万円等によるものであります。

② 負債

当第１四半期会計期間末における負債は、前事業年度末比24百万円増加し、706百万円となりました。主

な要因は、買掛金の増加59百万円、未払法人税等の減少58百万円、賞与引当金の増加45百万円及び役員賞

与引当金の減少14百万円等によるものであります。

③ 純資産

当第１四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末比32百万円減少し、10,193百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金の減少30百万円等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、29百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,676,000

計 26,676,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,669,000 6,669,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 6,669,000 6,669,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

平成26年２月１日～

平成26年４月30日

 

－ 6,669,000 － 1,087,250 － 1,704,240

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　370,800 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,296,300 62,963 同上

単元未満株式 普通株式　　　1,900 － －

発行済株式総数 6,669,000 － －

総株主の議決権 － 62,963 －

 

②【自己株式等】

平成26年４月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

不二電機工業株式

会社

京都市中京区御池

通富小路西入る東

八幡町585番地

370,800 － 370,800 5.56

計 － 370,800 － 370,800 5.56

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年２月１日から平成26

年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,746,225 4,679,700

受取手形及び売掛金 1,158,906 1,165,457

電子記録債権 122,734 110,936

有価証券 301,110 300,810

製品 151,110 160,250

仕掛品 288,853 337,507

原材料 341,759 371,601

その他 72,818 77,441

流動資産合計 7,183,519 7,203,704

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,013,727 995,908

土地 1,357,427 1,357,427

その他（純額） 280,588 269,931

有形固定資産合計 2,651,743 2,623,267

無形固定資産 17,723 22,606

投資その他の資産   

投資有価証券 1,038,916 1,034,708

その他 16,255 16,095

投資その他の資産合計 1,055,172 1,050,804

固定資産合計 3,724,638 3,696,678

資産合計 10,908,158 10,900,382
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年４月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 96,035 155,292

短期借入金 180,000 180,000

未払法人税等 100,437 42,431

賞与引当金 53,809 98,907

役員賞与引当金 14,780 650

その他 156,479 140,197

流動負債合計 601,541 617,478

固定負債   

退職給付引当金 16,227 26,486

その他 64,132 62,605

固定負債合計 80,359 89,091

負債合計 681,901 706,570

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,087,250 1,087,250

資本剰余金 1,704,240 1,704,240

利益剰余金 7,590,342 7,560,257

自己株式 △257,984 △257,984

株主資本合計 10,123,848 10,093,763

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 98,031 95,030

評価・換算差額等合計 98,031 95,030

新株予約権 4,376 5,018

純資産合計 10,226,256 10,193,812

負債純資産合計 10,908,158 10,900,382
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年４月30日)

売上高 842,575 878,489

売上原価 552,103 551,494

売上総利益 290,471 326,994

販売費及び一般管理費 210,853 226,933

営業利益 79,618 100,061

営業外収益   

受取利息 2,704 2,373

助成金収入 － 5,084

その他 992 1,192

営業外収益合計 3,697 8,649

営業外費用   

支払利息 651 647

その他 － 12

営業外費用合計 651 659

経常利益 82,664 108,051

税引前四半期純利益 82,664 108,051

法人税等 31,173 40,515

四半期純利益 51,491 67,536
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【注記事項】

（追加情報）

　法人税等の税率変更に係る事項

　平成26年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が公布され、「東日本大震

災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）

に基づく、「復興特別法人税に関する政令」（平成24年政令第17号）の一部が改正されました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年２月１日に開始する

事業年度に解消が見込まれる一時差異については、従来の37.75％から35.38％になります。

　なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（四半期貸借対照表関係）

偶発債務

　当社が加入する「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）は平成26年２月20日開催の代議員会において特例解

散の方針を決議致しました。

　同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影響につきまして

は、現時点においては不確定要素が多く、合理的な見積金額を算定することができません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

前第１四半期累計期間

（自　平成25年２月１日

至　平成25年４月30日）

当第１四半期累計期間

（自　平成26年２月１日

至　平成26年４月30日）

　減価償却費 52,290千円 46,075千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年２月１日　至　平成25年４月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日

定時株主総会
普通株式 78,726 12.50 平成25年１月31日 平成25年４月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年４月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日

定時株主総会
普通株式 97,621 15.50 平成26年１月31日 平成26年４月25日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、セグメントの記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年２月１日
至　平成25年４月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年２月１日
至　平成26年４月30日）

(1)　１株当たり四半期純利益金額 8円18銭 10円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 51,491 67,536

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 51,491 67,536

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,298 6,298

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8円17銭 10円71銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 3 6

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成26年６月６日

 

不二電機工業株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　美樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二電機工業株

式会社の平成26年２月１日から平成27年１月31日までの第57期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年２月１日から平

成26年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、不二電機工業株式会社の平成26年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

強調事項

　偶発債務に記載されているとおり、会社が加入する「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）は、平成26年２月20日開

催の代議員会において特例解散の方針を決議している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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